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は じ め に

一国の経済を客観的に議論するには国民総生

産（GNP）あるいは国内総生産（GDP）などの

基本的なデータが必要である。しかし，朝鮮民

主主義人民共和国ではマクロ指標に関する発表

が継続的に行われてこなかった。断片的に公表

された指標もその整合性が不明である場合が多

く，これまでの経済発展の程度も１９９５年の水害

による経済的打撃の度合いも正確に知ることは

できなかった（注１）。

このため，同国の経済を議論する場合，韓国

側の推定値がしばしば用いられてきた（注２）。し

かしながら，推定値とは本来，推定した人々が

その対象に対して抱くイメージを数値化したも

のであり，その推定値を使って導き出される分

析結果は結局のところ対象の実態ではなく，そ

れを推定した人々のイメージに帰結することに
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《要 約》

本稿は，朝鮮民主主義人民共和国経済の実態把握のための基礎作業として，マクロ指標の継続的な

公表がなされてこなかった要因の分析，断片的に発表された国民所得などの指標についてその性質の

分析と整合性のある数値の作成，韓国との比較を行ったものである。公表されなかった要因について

は，経済指標はそもそも軍事的あるいは政治的な事情により公表が控えられる傾向があること，公表

される場合は政治的宣伝の必要性あるいは政策的必要性によるものに限られることを指摘した。国民

所得，国内総生産などの指標については公表されなかった物価変動，対ドルレートの設定の仕組みを

明らかにすることにより，継続的な国民所得に関する数値を作成することができ，これまで国民所得

総額および１人当たり国民所得が最も高かった時期は１９９３年度であり，それぞれ４６年度の１３９倍，６０

倍に相当することを示すことができた。それ以降の経済の落ち込みは国民所得総額では１９９７年度が底

であり，１人当たり国民所得では９９年度が底であることが明らかになった。韓国経済との比較では，

１人当たり国内総生産で１９６０年頃に凌駕したが，６０年代の終わりごろには再び追い越され，２００６年現

在では１００分の１ほどの水準になっていることが明らかにされた。

──────────────────────────────────────────────
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なる。このことは推定の根拠がまったく示され

ていないまま数値だけが発表されているものの

みならず，推計の方法を説明しながら継続的な

推定値を発表している韓国銀行の場合にも当て

はまる。また，韓国銀行の推定値は，様々な機

関から集められた生産物の物量に関する情報を

韓国側の通貨と米ドルで計算することを基本に

して作成されているが［韓国銀行２００７］，ここ

には国家予算などの公式発表がまったく考慮さ

れていない。同国から発表されたものを分析す

ることなしには，経済実態に迫ることはできな

いはずである。

そこで，これまで断片的にしか公表されてこ

なかった経済指標を繋ぎ合わせる作業が必要に

なるが，これまでのところ，こうした作業に基

づく研究はなされてこなかった（注３）。本稿はこ

れを試みようとするものである。

本稿では，同国の経済実態の把握のための基

礎作業として，まず，継続的な統計指標の発表

が行われてこなかった要因を分析したうえで，

これまで同国から発表されてきた国民所得など

のマクロ指標の性質を分析して整合性のある数

値で指標を作成し，次に，それを比較可能な指

標に置き換えたうえで韓国のそれとの比較を試

みる。

Ⅰ 限定された統計発表

一般に社会主義国において経済統計の作成は，

計画経済を策定して実施するための重要な基礎

作業である。同国においては，統計事業を実施

する体系は，建国期に経済計画を作成する体系

と同時に形成されてきた。１９４６年３月６日に，

当時の中央政権機関である北朝鮮臨時人民委員

会のなかに，経済計画と統計事業を担当する部

署として，企画部が設置された。実際の統計事

業は，９月７日付の北朝鮮臨時人民委員会指示

によって，各道および各市・郡の人民委員会総

務部あるいは総務課を通じて統計が集められ，

それが企画部に収録されることになった。企画

部は，同１９４６年１２月２３日に企画局に格上げされ

たが，統計事業は企画局内の調査統計部が担当

することになった（注４）。企画局は１９４７年度の経

済計画である「北朝鮮人民経済の発展について

の予定数値」を作成し，この概略が４７年２月１９

日に発表された（注５）。

計画作成事業と統計事業は１９４７年２月２２日に

発足した北朝鮮人民委員会にそのまま引き継が

れ，翌４８年９月９日に朝鮮民主主義人民共和国

政府が成立して国家計画委員会が設置されると

統計事業は委員会内の統計局に引き継がれた。

ここでは，内閣の省および直属局が地方人民委

員会を通じて統計を収録し，国家計画委員会に

集められることになった（注６）。統計局は朝鮮戦

争中の１９５２年２月２８日に中央統計局と改称され

た。このときから中央統計局は，国家計画委員

会での行政体系上の地位はそのままであるにも

かかわらず，事業を独立した権限で行うことが

できるようになった。これにともない，地方の

統計機関も地方人民委員会から独立した権限を

与えられ，中央統計局に事実上直属したものに

なった（注７）。さらに，中央統計局は１９８０年代に，

当時内閣に相当する政務院の直属局となり，国

家計画委員会の体系からもはずれた（注８）。

中央統計局は行政上強力な権限を持ったばか

りでなく，１９９３年の国勢調査を通じてその能力

も強化してきた。この調査は建国後初のもので

あり，国連機関や中国の人口専門家たちによる
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協力があった。この調査の過程で同国の当局者

や研究者は最近の人口学の手法を学ぶことがで

き，統計の整備に大いに寄与することになっ

た（注９）。

さらに，１９９５年の大水害によって政府は緊急

に海外に援助を求めることになったが，このこ

とが中央統計局の能力強化に貢献することにな

った。中央統計局は，援助を行おうとする国際

機関や外国に対して，同国の経済事情や被害状

況を統計で知らさなければならなくなったため

である。水害発生から間もない１９９５年８月２９日

から９月９日まで，国連人道局（DHA）の調査

団が入国して災害状況に関する現地調査を行っ

たが，当局者は調査団に対して中央統計局の資

料を提供した（注１０）。続いて１９９５年１２月９～１６日

に国連食糧農業機関（FAO）と世界食糧計画

（WFP）の調査団が入国し，２００４年まで同国の

当局者との共同調査を行った。この調査に対し

ても中央統計局は統計資料を提供した（注１１）。こ

のほか，１９９７年９月６日～１３日に国際通貨基金

（IMF）の調査団が平壌を訪問したが，当局者

は調査団に経済指標に関する中央統計局の資料

を提供した（注１２）。そして，１９９８年５月２８～２９日

にジュネーブで開かれた国連開発計画（UNDP）

の会議でも同国代表団は中央統計局が作成した

様々な経済指標を発表した（注１３）。

中央統計局はこのように国際機関に様々な統

計指標を示してきたにもかかわらず，公式の媒

体を通じて発表した統計指標は限られたもので

あった。中央統計局が刊行した内外向けの総合

的な統計集は１９６１年と６５年に出されたのみであ

る。このほか，朝鮮中央通信社を通じて一応の

統計を発表してきたが，その内容は限定されて

おり，断片的である（注１４）。そして，援助が獲得

されると，当局者たちは経済指標の公表のみな

らず，国際機関に統計を通知することにも再び

興味を失ったようである。

一般に，戦争状態あるいはそれに近い状態の

国では経済指標の公表が敵に内情を知らせてし

まう危険があるという考え方が強く，経済指標

の発表が行われないことは珍しいことではない。

同国の場合，建国期から韓国側との軍事的な緊

張が続き，１９５０～５３年の戦争を経て，なおも緊

張は基本的に続いている。そして，この戦争の

時期のほかに，とくに軍事的緊張が高まった時

期としては１９６０年代後半があった。１９６６年には

朝鮮人民軍空軍部隊がベトナムの戦線に派遣さ

れるなど，世界の反米闘争や民族解放闘争に対

する積極的な介入が行われた。のみならず，１９６８

年には遊撃隊が韓国側に派遣されたり，人民軍

海軍が米軍艦船を拿捕したりするなど，同国自

身も戦時同様の状態にあった（注１５）。

軍事的緊張がこれほど厳しい時期でなくても，

この国では経済指標の発表は政治的に必要なも

のや政策遂行上必要なものに限られるのが通例

である。政治的な必要性としては，政権党であ

る朝鮮労働党が自身の経済政策についての正当

性を主張するということがある。経済指標の発

表は政治宣伝としての意味，すなわち党の成果

発表という意味を持っている。そのため，経済

指標が良好な動きを示さない場合はそれが発表

されなかったり，さらには統計の作成そのもの

が怠慢になったりし，また，良好な動きを示す

数値の発表も，とくに際立った成果を表現する

ものや生産計画遂行の上で末端にまで周知する

必要があるものに限られる傾向がある。
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Ⅱ 統計発表の状況と国民所得推計の方法

１９８０年代に同国について，当時のルーマニア

やユーゴスラビアと同様の「社会主義中進国」

という評価がなされたことがある。その基準と

してあげられたことのひとつに１人当たり

GNPが１０００ドル以上というものがある［小牧

１９８６，８２―８７］。ただし，この時期，同国からは

１人当たりのGNPが発表されたことはなく，

同国の経済規模を他のそれと比較することはで

きない。そこで，これまで同国から発表された

マクロ指標を比較が可能なものに操作する必要

がある。

同国ではソ連式の統計作成が行われ，マクロ

指標としては社会総生産額と国民所得が用いら

れてきた。社会総生産とは「一定期間で社会の

すべての部門で生産された生産物の総量」であ

る社会総生産物の規模を金額で表示した指標で

あると説明されている。国民所得とは「一定期

間に新たに創造された価値または価値形態」で

あり，社会総生産額から「消費された生産手段

の補償」すなわち減価償却相当額を引いたもの

とされている（注１６）。この社会総生産にも国民所

得にもサービス業の生産は含まれない一方，中

間財の生産が含まれる。したがって，これらマ

クロ指標と資本主義諸国で用いられるそれらと

の内容上の比較をしてみると，同国でいう国民

所得は資本主義諸国での「国民所得」に比べて，

中間財生産の分が大きくなり，サービス生産の

分が小さくなる［社会科学出版社１９９５，１６５―１６８］。

同国でいう社会総生産額も同様に資本主義諸国

で類似する概念である「総産出額」に比べて，

中間財生産の分が大きくなり，サービス生産の

分が小さくなる。ただし，資本主義諸国でサー

ビス業に分類されるものでも，運輸通信，基本

建設，商品流通といった部門は物的な生産を行

う部門と同等に見做されて社会総生産額や国民

所得に計上される。

社会総生産額に関する指標は金額が公表され

たことはなく，一定年度に対する指数が主に

１９５０年代の後半から６０年代前半にかけて継続的

に発表されたが，その後は発表がない（表１）。

一方の国民所得に関しては，１９５０年代の後半か

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５６年 １９５９年 １９６０年 １９６１年 １９６２年 １９６３年 １９６４年

１９４６年
＝１００

１００ ２１９ １６３ ３５５ ７３５ ７９７ ９４１ １０倍 １１倍 １２倍

１９４９年
＝１００

１００ ７５ １６２ ３３６ ３６４ ４２９ ４７５ ５０２ ５４５

１９５３年
＝１００

１００ ２１８ ４５０ ４８８ ５７６ ６３７ ６７３ ７３２

１９５６年
＝１００

１００ ２０７ ２２４ ２６５ ２９３ ３０９ ３３６

１９６０年
＝１００

１００ １１８ １３１ １３８ １５０

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９６１年版，１９６３年版，１９６４年版，１９６５年版。
（注）倍数による表示は資料にあるとおりにした。

表１ 社会総生産額の成長指数（１９４６～６４年）

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得
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ら６０年代前半にかけて一定年度に対する指数が

継続的に公表され，その後もこれが断片的に公

表された（表２）。また，１９５０年代後半には１

人当たり国民所得の一定年度に対する指数も継

続的に公表され，その後断片的に公表された（表

３）。そして，１人当たり国民所得の米ドル表

示の金額が１９７０年代から８０年代に断片的に公表

された（表４）。

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５６年 １９５９年 １９６０年 １９６１年 １９６２年 １９６３年 １９６４年 １９７４年 １９８４年

１９４６年
＝１００

１００ ２０９ １４５ ３１９ ６３６ ６８３ ８１０ ８６９ ９２８ １０倍 … …

１９４９年
＝１００

１００ ７０ １５３ ３０５ ３２８ ３８９ ４１６ ４４５ ４７９ … …

１９５３年
＝１００

１００ ２２０ ４３８ ４７０ ５５８ ５９８ ６３９ ６８９ … …

１９５６年
＝１００

１００ １９９ ２１４ ２５４ ２７２ ２９１ ３１３ … …

１９６０年
＝１００

１００ １１９ １２７ １３６ １４６ … …

１９７０年
＝１００

１．７倍 …

１９７７年
＝１００

１．８倍

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９６１年版，１９６３年版，１９６４年版，１９６５年版，１９７６年版，１９８５年版。
（注）倍数による表示は資料にあるとおりにした。

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５４年 １９５５年 １９５６年 １９５７年 １９６７年 １９７０年 １９８４年

１００ ２０６ １７４ ２２６ ２６８ ３２３ ４２７ ９倍 ９．４倍 ６５倍

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９５８年版および１９８６年版。
１９６７年度については，『日朝貿易』第４５号１９７０年８月８～１６ページに訳載された「わ
が国における自立的民族経済の建設」。
１９７０年度については外国文出版社（１９７４）。

１９７４年 １９７９年 １９８６年

１，０００ １，９２０ ２，４００

表２ 国民所得総額の成長指数（１９４６～８４年）

表３ １人当たり国民所得の成長指数（１９４６年＝１００）

表４ １人当たり国民所得（１９７４～８６年）

（単位：ドル）

（出所）ホン・スンウン（１９９０）。

6



１人当たりの国民所得のドル表示を発表され

た指数に当てはめるには，いくつかの関門が存

在する。そもそもドル指数での表示があるとい

うことはそのもとになる現地通貨での金額が存

在するはずであるが，ひとつは同国の通貨とド

ルとの交換レートにどのようなものが用いられ

ているかという問題，それから，指数の表示に

物価の変動がどう扱われているかという問題が

ある。

いずれの問題についても，国民所得の金額を

同国の通貨で表示することが解決に繋がる。こ

の点，公式発表の中にまれに国民所得に関連し

た金額が言及される場合がある。そのほか，建

国期の統計資料を収録した資料集『北韓経済統

計資料集』が韓国側の春川にある翰林大学校ア

ジア文化研究所から１９９４年に刊行され，いくつ

かの知られていなかった統計資料が明らかにさ

れたことが注目される［翰林大学校アジア文化

研究所１９９４］。この資料集には，北朝鮮人民委

員会企画局による「１９４６年度北朝鮮人民経済統

計集」，１９４７年度の「北朝鮮人民経済の発展に

関する予定数値」，「１９４８年度北朝鮮人民経済復

興発展に関する対策」が収録されている。この

うち，とくに「１９４６年度北朝鮮人民経済統計集」

には社会総生産額に関する金額や貿易額に関す

るものがあり，国民所得の金額や貿易における

交換レートを計算するのに有益である。

こうして算出した金額は国家予算の規模との

比較が必要となる。国家予算収入の金額はほぼ

継続的に発表されてきており，国民所得に対す

る比率が一定の範囲内に収まるものと考えられ

る。とくに算出された国民所得の金額を国家予

算収入のそれが上回るようなことがあれば，そ

の計算が誤りだということになるためである。

Ⅲ 物価指数と人口

公表された国民所得に関する指数の多くは

１９４６年度を基準としたものである。そこで，１９４６

年以降のいずれかの年度の国民所得の金額がわ

かれば，他の年度の金額を計算することが可能

になる。

まず，国民所得の金額についてはいくつかの

発表がある。１９５０～５３年の朝鮮戦争における経

済的被害が４２００億ウォン（旧貨幣）であり，こ

れが４９年度の国民所得総額の６倍に相当すると

述べた文献がある［朝鮮労働党出版社１９６１，１１―

１２］。それから，１９６７年１２月１６日に当時の金日

成首相が，６６年度の１人当たり国民所得が５００

ウォンであり，６２年度のそれに比べて１．２倍で

あると発表している［『労働新聞』１９６７年１２月１７

日］。また，１９７５年に出版されたソ連科学アカ

デミー世界社会主義経済研究所の出版物に

は，１９７０年度の国民所得総額が６０年の２．４倍，

１人当たり国民所得が６１２ウォンで６０年度の１．８

倍であるとの数値が出ている［ナウカ出版１９７５，

５６］。当時，同国とソ連との関係がよく，学術

交流も盛んであったことから，この数値はソ連

側の研究者に同国の当局者が伝えたものである

と見做すことができる。

こうした金額を指数に当てはめる場合，その

指数が通貨や物価の変動を考慮した実質のもの

であるか，考慮しない名目のものであるかを検

証する必要がある（注１７）。たとえば，国民所得や

社会総生産の成長を表す指数は実質の数値で表

されているのに対して，国家予算収入の成長を

示す指数は基本的に名目の数値で発表されてき

た。このことは１９５３年度の社会総生産額が４９年

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得

7



度に比べて０．７５倍，国民所得総額は０．７倍にな

っているにもかかわらず，国家予算収入が４９年

度のそれの２．５２倍に増加していることからも，

確認することができる（表５）。ただし，例外

もある。後に述べるように，デノミネーション

が実施された１９５９年度，物価変動を理由にした

再計算がなされた６６年度と７１年度，賃金や物価

の大幅引き上げ措置がとられた２００２年度に関し

ては，国家予算収入の増加率が対前年比を実質

に改めた形で発表された。また，１９８４年度の１

人当たり国民所得が４６年度のそれの６５倍という

発表は，その数値の大きさから見て実質の倍数

としては不自然であるため，名目の倍数である

と判断される。

通貨の変動に関しては，１９５９年２月に１００旧

ウォンを１新ウォンとするデノミネーションが

あったことに注意しなければならない（注１８）。こ

こでは混乱を避けるために，計算上やむをえず

旧貨幣表示をする場合を除き，新ウォンの表示

を基本とする。

物価変動に関しては時期別に事情を考慮する

必要がある。まず，経済の社会主義化が完了す

る以前の時期に注意する必要がある。１９５８年８

月末に農業の協同化と商工業の社会主義的改造

が完成するまでは，手工業業者や資本主義形態

の部門が残存していた。こうした経済形態につ

いては，１９４６～６０年の社会総生産額の形態別構

成が公表されている（表６）。たとえば，１９５３

年でも国営や協同所有といった社会主義形態で

の総生産額は社会総生産額の５０．５パーセントに

しかならなかった。１９４６年から４９年までの民主

改革期は社会主義形態の部門のシェアが小さく，

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５６年 １９６０年 １９６３年 １９６４年

１９４６年＝１００ １００ １３倍 ３２倍 ６１倍 １２３倍 １９２倍 ２１４倍

１９４９年＝１００ １００ ２５２ ４７５ ９６６ １５倍 １７倍

１９５３年＝１００ １００ １８８ ３８３ ５９６ ６６４

１９５６年＝１００ １００ ２０３ ３１７ ３５３

１９６０年＝１００ １００ １５６ １７３

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９６５年版。

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５６年 １９５９年 １９６０年

総計 １００ １００ １００ １００ １００ １００

社会主義形態 １９．１ ４７．６ ５０．５ ８９．０ １００ １００

うち国営 １８．９ ４３．７ ４５．１ ６０．２ ６８．１ ６９．１

うち協同所有 ０．２ ３．９ ５．４ ２８．８ ３１．９ ３０．９

小商品形態 ６０．９ ４４．２ ４６．６ ８．７ ── ──

資本主義形態 ２０．０ ８．２ ２．９ ２．３ ── ──

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９６１年版。

表５ 国家予算収入の成長指数（１９４６～６４年）

表６ 社会総生産額の所有形態別構成（１９４６～１９６０年）
（％）
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当然国家の定める価格の機能する範囲も限られ

ていたため，物価の変動はいっそう大きかった

ことは間違いない。

ソウルにある朝鮮銀行（後の韓国銀行）の調

査部は１９４７年１２月の通貨改革までソウルでの物

価と平壌でのそれが同じ動きをしていたと述べ

ている［朝鮮銀行１９４８，Ⅰ―３７４］。そして，北

朝鮮人民委員会企画局編「１９４６年度人民経済統

計集」には，１９４５年８月を１００とした４６年５月

から１２月までの小売物価指数があり，朝鮮銀行

調査部の記述を一部裏付けている（表７）。し

かし１９４６年１０月１９日に朝鮮銀行平壌支店は北朝

鮮中央銀行に編入されたため，ソウルにある本

店の調査部は以降の平壌の物価について正確に

把握する状況になかったことは留意されるべき

である。

実際，北朝鮮地域では物価安定に関して，１９４６

年１１月２５日に国有企業や行政機関で決済に銀行

の当座預金を使う「無現金決済制度」が導入さ

れたうえ（注１９），１２月には国営企業の原料，資材

の卸売価格と商品の小売価格を統一して定める

などの措置がとられた［カン・チョルブ１９８５，

１１３］。そのうえで，１９４７年１２月６～１２日に北朝

鮮中央銀行がそれまで流通していた朝鮮銀行券

やソ連軍票を回収して北朝鮮中央銀行券と交換

する通貨改革を実施した［『朝鮮中央年鑑』１９４９

年版１１３―１１４，７１８］。通貨改革以後，１９４８年６

月に２８０余種に及んで国家価格が制定されるな

どの措置により，物価は基本的に下落したこと

が確認される（表８）。しかし，１９４７年１月か

ら１１月までの物価動向に関する指標は発表され

ていないため，４６年度の国民所得や社会総生産

額などの成長指数と４９年度のそれらとの間にど

のぐらいの物価の変動が計算されているか，こ

れまでのところ知られている一次資料には示さ

れていない。

公表された物価指数が使えないとなれば，他

の数値から計算して求めるしかない。そこで，

ここでは１９４６年度と４９年度の社会総生産額の金

額を求めて，この両者から名目の成長指数を計

算し，それを公表されている実質の成長指数と

比較するという方法をとることになる。社会総

生産額の構成については，先に述べた１９４６～６０

年度の経済形態別構成のほかに，４６～６３年度の５月 ４２８．２

６月 ４２７．９

７月 ４７５．５

８月 ５２０．２

９月 ６３５．８

１０月 ６６９．５

１１月 ８４７．３

１２月 １０４０．９

１９４７年１１月 １００

１２月 ８２

１９４８年１月 ７６

２月 ７７

３月 ６１

４月 ６２

表７ 平壌小売物価指数
（１９４５年８月１５日基準＝１００，４６年５～１２月）

表８ 平壌市の物価指数
（１９４７年１１月～４８年４月）

（出所）翰林大学校アジア文化研究所（１９９４）に収録
されている北朝鮮人民委員会企画局「１９４６年
度北朝鮮人民経済統計集」。

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９４９年版。
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経済部門別構成が公表されている（表９）。そ

して，金額については，まず，１９４９年度の工業

総生産額が３１９億４４００万ウォン（旧貨幣）であ

ることが５３年１２月８日に開かれた朝鮮労働党中

央委員会政治委員会における結論の中で言及さ

れており，これを用いることができる［『金日

成著作集（８）』１９８０年刊行，１７２］。１９４９年度の社

会総生産額における工業総生産額の割合が３５．６

パーセントであることから，同年度の社会総生

産額が８９７億３０３４万ウォン（旧貨幣）であるこ

とがわかる。一方，１９４６年度の国営工業総生産

額は，「１９４８年度北朝鮮人民経済復興発展に関

する対策」によると，４９億２６１０万ウォン（旧貨

幣）であり（表１０），これが工業部門のなかで

１９４６年 １９４９年 １９５３年 １９５６年 １９６０年 １９６３年

社会総生産額 １００ １００ １００ １００ １００ １００

工業 ２３．２ ３５．６ ３０．７ ４０．１ ５７．１ ６２．３

農業 ５９．１ ４０．６ ４１．６ ２６．６ ２３．６ １９．３

運輸通信 １．６ ２．９ ３．７ ４．０ ２．２ ２．８

基本建設 ── ７．２ １４．９ １２．３ ８．７ ９．８

商品流通 １２．０ ９．４ ６．０ １０．８ ６．０ ３．８

その他 ４．１ ４．３ ３．１ ６．２ ２．４ ２．０

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９６５年版。

１９４６年 １９４７年

国営工業総生産額 ４，９２６，１３９，６４４ １１，１１２，６７９，９０５

専売処総生産額 ４８８，７４４，１３０ ９９７，５８５，８００

地方産業総生産額 ── ２４２，５８２，０００

民営産業総生産額 ── １，６７６，２９９，０００

農林水産総生産額 ── １９，６４８，１００，０００

農産物 ９，７６７，７００，０００ ９，８８１，７００，０００

蚕業 １６４，８００，０００ １９２，０００，０００

畜産 ── ３，６５０，２００，０００

山林 ── １，９４３，０００，０００

水産 １，８７０，７００，０００ ３，９８１，２００，０００

（出所）翰林大学校アジア文化研究所（１９９４）に収録されている北朝鮮人
民委員会企画局「１９４８年度北朝鮮人民経済復興発展に関する対
策」。

表９ 社会総生産額の部門別構成（１９４６～６３年）

（％）

表１０ 経済各部門の生産額（１９４６～１９４７年）

（単位：ウォン）
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７２．４パーセントを占めていることから，工業総

生産額は６８億４００万ウォン（旧貨幣）であるこ

とがわかる。そして，１９４６年度の社会総生産額

における工業総生産額のシェアは２３．２パーセン

トであることから，４６年度の社会総生産額が２９３

億２７６０万ウォン（旧貨幣）であることがわかる。

１９４９年度の社会総生産額を４６年度の社会総生産

額で除すことにより，４６年度を１００とした場合

の４９年度の名目の指数３０６を得ることができる。

ところで，１９４６年度を１００とした場合の４９年度

の社会総生産額の指数は２１９と発表されている

が，これは実質の成長率を表していることがわ

かる。したがって，名目成長指数３０６を実質成

長指数２１９で除すことにより，１９４６年度から４９

年度までの間に１．４０倍の物価上昇があったこと

を知ることができる。

１９４９年以降の物価指数については，『朝鮮中

央年鑑』１９５９年版と１９６１年版に公表されている

（表１１）。ただし，『朝鮮中央年鑑』１９５９年版に

４９年度を１００とした５３年度の物価指数が２６５とな

っているのは，このまま用いることができない。

たとえば，１９４９年度を１００とした５４年度の物価

指数は１９７となっているが，５３年度を１００とした

指数は６５となっている。前者を後者で除すと，

１９４９年度を１００とした５３年度の物価指数が求め

られるはずであるが，ここでは３０３となる。お

そらくこの違いは物価指数の項目内容の変更な

どによって生じたものと思われるが，以後の計

算との整合性を重視して３０３のほうを用いるこ

とにする。そして，１９５３年度を１００とした物価

指数は５６年度の５５であり，５６年度を１００とした

６０年度の物価指数は９３となっている。

経済の社会主義化が完了してから後にも，

１９６２年に卸売価格の改定がなされたこと，６６年

に消費財価格の改定がなされたことおよび７１年

に大幅な卸売価格の改定がなされたことによる

物価の変動があった。これらの物価変動に関す

る数値は発表されなかったが，国家予算報告に

よって計算することができる。１９６２年国家予算

収入計画は当初２８億１６９５万ウォンで策定された

が，価格の変動にあわせて２８億５７５万ウォンに

改定された［『労働新聞』１９６２年５月１０日］。こ

のことにより，１９６２年の物価調整はもともとの

物価の０．９９６倍であることがわかる。１９６６年国

家予算収入計画は３７億５２７６万ウォンで策定され

たが，実績は３６億７１５０万ウォンで計画の１０１．４

パーセントを執行したものと発表された［『労

働新聞』１９６７年４月２５日］。これらの数値から

１９６６年の物価調整はもともとの物価の０．９６５倍

であることがわかる。一方，１９７１年度国家予算

収入計画は７２億７７２７万ウォンで策定されたが，

実績は６３億５７３５万ウォンであった。この実績は

物価の変動によって再計算された予算計画の

１０３パーセントを執行したものであり，前年比

１９４９年 １９５３年 １９５４年 １９５５年 １９５６年 １９５７年 １９５８年 １９６０年

１９４９年＝１００ １００ ２６５ １９７ １８２ １６５ １５９ １５６ ──

１９５３年＝１００ １００ ６５ ６０ ５５ ５３ ５２ ５１

１９５６年＝１００ １００ ── ── ９３

（出所）『朝鮮中央年鑑』１９５９年版および１９６１年版。

表１１ 公表された物価指数（１９４９～６０年）

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得
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１１９パーセントであると発表された。一方，１９７１

年度国家予算支出計画は収入計画と同じく７２億

７７２７万ウォンであったが，実績は６３億１６８万ウ

ォンであった。この実績は再計算された数値で

前年比１２４パーセントであると発表された［『労

働新聞』１９７２年４月３０日］。これらの公表され

た数値から計算すると，１９７１年度の物価調整は

もともとの物価の０．８５倍であったことがわかる。

その後の物価の大きな変動は２００２年に行われ

た賃金・価格の大幅な改定である。このときは

従来とは違って価格を引き上げる方向で物価の

調整が図られた。２００２年度の国家予算計画は収

入支出ともに２２１億７３７９万ウォンであったが，

収入実績は計画の１００．５パーセント，支出実績

は計画の９９．８パーセントを執行したとのみ発表

され，また２００３年度国家予算計画は収入が前年

比１１３．６パーセント，支出が１１４．４パーセントで

あるとのみ発表された［『労働新聞』２００３年３

月２７日］。後に知られるようになった２００３年度

の国家予算計画が収入支出ともに３２９３億６０００万

ウォンであるため，この金額から２００２年度の国

家予算実績の収入と支出を求め，それらをそれ

ぞれの計画達成率で除すことにより，物価調整

後の２００２年度国家予算収入および支出の計画値

２８８２億６０００万ウォンが算出される。これを本来

の計画値で除すことにより１３倍の物価変動があ

ったことを知ることができる（注２０）。

以上で明らかになった物価変動を纏めると以

下のとおりになる。１９４６～４９年の民主改革期に

おける物価上昇が１．４０倍，４９～５３年における朝

鮮戦争による物価上昇が３．０３倍，５３～５６年に戦

後の国家価格の引き下げにより０．５５倍，５６～６０

年に０．９３倍，６２年の物価調整が０．９９６倍，６６年

の物価調整が０．９６５倍，７１年の物価調整が０．８５

倍，２００２年の物価の大幅引き上げが１３倍である

（表１２）。

物価指数のほかにも気をつけるべきことは人

口である。１人当たり国民所得は通常年央また

は年末の人口で算出されるが，同国の発表する

人口はこれが揃った形では発表されてこなかっ

た。また，すべての年度について人口が調査さ

れてきたわけではない（表１３）。ここでは人口

の日付はいったん無視し，調査されていない年

度については前後の年度の人口から一定率で増

加したものとして計算する。

国民所得の成長に関する指数，物価，人口が

揃ったところで，先に述べた１９６６年度と７０年度

の１人当たり国民所得の金額を当てはめること

により，国民所得総額の指数がある程度連続的

に発表されている４６年度から７４年度までの国民

所得を知ることができる。まず，１人当たり国

民所得が５００ウォンと発表されている１９６６年度

の国民所得総額が６４億１１００万ウォンであり，１

人当たり国民所得が６１２ウォンである７０年度の

国民所得総額が８９億４７００万ウォンであることが

出発点となる。そこから各年度の国民所得総額

１９４９年／１９４６年 １４０＊

１９５３年／１９４９年 ３０３＊

１９５６年／１９５３年 ５５

１９６０年／１９５６年 ９３

１９６２年／１９６１年 ９９．６＊

１９６６年／１９６５年 ９６．５＊

１９７１年／１９７０年 ８５＊

２００２年／２００１年 １３００＊

表１２ 物価の変動
（％）

（出所）＊は筆者の計算による数値。無印は公式発表。
（注）１９５９年のデノミネーションの影響は除く。
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と１人当たり国民所得を計算すると，４６年度の

国民所得総額が２億５８００万ウォン，１人当たり

国民所得が２８ウォン，４９年度の国民所得総額が

７億５６００万ウォン，１人当たり国民所得が７９ウ

ォンとなる。このうち，１９４９年の国民所得総額

は，先に述べたとおり，朝鮮戦争の被害総額を

新貨幣に換算した４２億ウォンの６分の１程度に

おさまっていることが確認される。朝鮮戦争を

経た１９５３年度には国民所得総額が１６億４００万ウ

ォン，１人当たり国民所得が１８９ウォン，６０年

度には国民所得総額が３８億６３００万ウォン，１人

当たり国民所得が３５８ウォンとなる。そして，

１９７１年の物価調整を経た後の７４年度には国民所

得総額が１２９億２８００万ウォン，１人当たり国民

所得が８２３ウォンといった数値が導き出される。

１９７４年度から，先に述べたとおり，米ドル表

示の１人当たり国民所得が発表されている。そ

れとこれまで求めた朝鮮ウォン表示の国民所得

との整合性を図るにはドル表示を朝鮮ウォン表

示に換算して示す必要がある。また，米ドル表

示の金額すらも報道されなくなってからは，唯

一継続的に発表されたマクロ指標として国家予

算の報告がある。これにより，これまで求めて

きた国民所得総額を国家予算と比較して分析に

することにより，逆に国家予算から国民所得を

推計することが可能になる。

Ⅳ 換算レートの問題

１９７４年度の１人当たり国民所得は前節で算出

したとおり同国の通貨で８２３ウォンであり，公

式発表で１０００ドル以上とされている（注２１）。とく

に１０００ドル以上という数値は，当時の最高政治

指導者である金日成によって１９７５年３月３日に

発表された権威あるものである［『朝鮮中央年鑑』

１９７６年版，３０］。１９７０～７６年当時に外国からの旅

行者に対して用いられていた対ドルレートは

１．９４～２．５７であるが，最もウォンを高く評価し

た１．９４を適用すると，８２３ウォンは４２４ドルにな

り，１０００ドルからは大きく離れている（注２２）。し

１９４６年末 ９２５．７

１９４９年末 ９６２．２

１９５３年１２月１日 ８４９．１

１９５６年９月１日 ９３５．９

１９５９年１２月１日 １０３９．２

１９６０年末 １０７８．９

１９６５年 １２４０．８

１９７０年 １４６１．９

１９７５年 １５９８．６

１９８０年 １７２９．８

１９８５年 １８７９．２

１９８６年 １９０６．０

１９８７年 １９３４．６

１９８９年 ２０００．０

１９９１年 ２０９６．０

１９９４年 ２１５１．４

１９９６年 ２２１１．４

１９９７年 ２２３５．５

１９９８年 ２２５５．４

１９９９年 ２２７５．４

２０００年 ２２９６．３

２００１年 ２３１４．９

２００２年 ２３３１．３

表１３ 人口（１９４６～２００２年）

（単位：万人）

（出所）『朝鮮中央年鑑』各年版。ただし，１９６５年，１９７０
年，１９７５年，１９８５年については文浩一（１９９６b）
に掲載された中央統計局の数値。

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得
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たがって，この計算には当時現金を実際に交換

する旅行者交換レートとは異なるレートが用い

られているといえる。

そもそも，１９４５年の解放直後，北朝鮮地域で

も南朝鮮地域と同様にソウルで発行される朝鮮

銀行券が流通していた。南朝鮮地域に駐留した

米軍は当初，朝鮮銀行券の対ドルレートを１ド

ル＝１５ウォンと定めた。このレートは南朝鮮地

域では１９４７年４月１日まで続けられ，翌日から

１ドル＝５０ウォンとなり，４８年１０月２日から４５０

ウォンとなった［朝鮮銀行調査部１９４９，Ⅰ―５０］。

これに対して，北朝鮮地域では異なったレート

が使われるようになっていた。

解放直後から朝鮮戦争前までの，同国では民

主改革と呼ばれる時期の対ドルのレートに関し

ては，翰林大学校アジア文化研究所の『北韓経

済統計資料集』に収録された「１９４６年度人民経

済統計集」と，大韓民国文教部国史編纂委員会

の『北韓関係史料集Ⅷ』に収録された「朝鮮商

事株式会社１９４９年度事業総結報告」のなかに貿

易に関する数値が出ており，為替レートを知る

ことができる。

「１９４６年度人民経済統計集」には，１９４６年度

の貿易に関する統計が出ており，ここにソ連と

の貿易がウォン建てとドル建てで表示されてい

る。これによると，輸出額は４億７０６４万２０００ウ

ォン（旧貨幣），２９７万８７４７ドル，輸入額は３億

８７７９万７０００ウォン（旧貨幣），２４５万４１３４ドルで

あり，輸出輸入ともに１ドルが１５８ウォン（旧

貨幣）で換算されていることがわかる。そして，

「朝鮮商事株式会社１９４９年度事業総結報告」に

は，１９４９年度にソ連との合弁会社である朝ソ海

運船舶に支払う停泊料が米ドルで１万５７９ドル

７６セント，朝鮮ウォンで２６５万１２０２ウォン（旧

貨幣）とあり，４９年のレートは１ドル＝２５１ウ

ォン（旧貨幣）であったことがわかる［大韓民

国文教部国史編纂委員会１９８９，７３７］。

１９４６年度のレート１５８を，米軍が当初設定し

たレート１５で除すると，１０．５３３となる。また，

１９４９年度の朝鮮商事株式会社のレート２５１を４６

年度のレート１５８で除すると，１．５８８６となる。

前者は１９４５年８月を１００とした４６年末の平壌で

の物価指数１０４０．９を反映したもの，後者は４６年

から４９年にかけての物価上昇１．４０倍を反映した

ものであることがわかる。

このように通貨の交換レートに物価の変動を

反映させるという購買力平価的な方法によって，

その後のレートを求めることができる。まず，

ここで基準となるのは政府統計から求めた数値

である１９４９年の１ドル＝１５８ウォンであり，こ

れを５９年以後の新貨幣に換算すると１ドル＝

１．５８ウォンになる。そして，中央統計局の公式

発表にある物価変動は１９５６年の０．５５倍，６０年の

０．９３倍である。１９７４年度国民所得に関する統計

作業に当たった担当者が公式発表された物価指

数だけをレートに反映させたとすれば，１ドル

＝０．８０８２ウォンとなる。これを１９７４年度国民所

得総額８２３ウォンに適用すると１０１８ドルとな

り，１０００ドル以上という条件を満たす。一方，

このほかに筆者が算出した１９４９年の１．４０倍，５３

年の３．０３倍，６２年の０．９９６倍，６６年の０．９６５倍，７１

年の０．８５倍をレートにすべて反映させて計算す

ると２９４ドルとなり１０００ドル以上という条件か

ら程遠いものとなってしまう。

この１ドル＝０．８０８２ウォンを，ドル表示で公

式発表されている１９７９年度１人当たり国民所得

１９２０ドル，同じく８６年度１人当たり国民所得

２４００ドルに適用すれば，それぞれ１５５２ウォン，
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１９４０ウォンとなる。さらに，人口を乗じると，

１９７９年度国民所得総額が２６３億７９００万ウォン，

８６年度国民所得総額が３６９億７６００万ウォンとな

る。そして，１９７９年度国民所得総額が７７年度の

それの１．４０倍，８４年度国民所得総額が７７年度の

それの１．８倍，さらに，８４年度１人当たり国民

所得が４６年度のそれの名目６５倍とされているこ

とから，７７年度国民所得総額が１８５億ウォン，１

人当たり国民所得総額が１１２２ウォン，８４年度国

民所得総額が３２６億４０００万ウォン，１人当たり

国民所得が１７６６ウォンであると算出される（表

１４）。

これまで求めてきた国民所得総額は国家予算

の規模との比較をする必要がある。それは，先

に述べたとおり，算出された国民所得総額が国

家予算の規模を上回らないことを確認すると同

時に，国家予算の国民所得に対するシェアを求

めることによって，それを国民所得の推計に役

立てることができるためである。

ほぼ毎年行われる国家予算報告では前年度国

家予算収入および支出の実績と当該年度国家予

算収入および支出計画が発表される。そこでこ

のうち国家予算収入実績の金額とこれまで求め

てきた国民所得総額を比較すると，１９４６年度か

ら６０年度までの間に国家予算のシェアが上昇し，

６０年代以降，国家予算が国民所得総額の過半数

国民所得実質
増加率（％）

物価変動率（％）
国民所得総額
（１００万ウォン）

人口
（万人）

１人当たり国民
所得（ウォン）

１９４６年 １００ １００ ２５８＊ ９２５．７ ２８＊

１９４９年 ２０９（４９年／４６年） １４０＊（４９年／４６年） ７５４＊ ９６２．２ ７８＊

１９５３年 ７０（５３年／４９年） ３０３＊（５３年／４９年） １，６００＊ ８４９．１ １８８＊

１９５６年 ２２０（５６年／５３年） ５５（５６年／５３年） １，９３８＊ ９３５．９ ２０７＊

１９６０年 ２１４（６０年／５６年） ９３（６０年／５６年） ３，８６５＊ １０７８．９ ３５８＊

１９６１年 １１９（６１年／６０年） １００（６１年／６０年） ４，６００＊ １１０４．３＊ ４１７＊

１９６２年 １０７＊（６２年／６１年） ９９．６＊（６２年／６１年） ４，９０６＊ １１３０．２＊ ４３４＊

１９６３年 １０７＊（６３年／６２年） １００（６３年／６２年） ５，２５３＊ １１５６．８ ４５４＊

１９６４年 １０７＊（６４年／６３年） １００（６４年／６３年） ５，６４０＊ １１９８．１＊ ４７１＊

１９６６年 １１８＊（６６年／６４年） ９６．５＊（６６年／６４年） ６，４１１＊ １２８２．２＊ ５００

１９６７年 １２０＊（６７年／６６年） １００（６７年／６６年） ７，６８４＊ １３２４．９＊ ５８０＊

１９７０年 １１６＊（７０年／６７年） １００（７０年／６７年） ８，９４７＊ １４６１．９ ６１２

１９７４年 １７０（７４年／７０年） ８５＊（７４年／７０年） １２，９２８＊ １５７０．３＊ ８２３＊

１９７７年 １４３＊（７７年／７４年） １００（７７年／７４年） １８，５００＊ １６４８．５＊ １，１２２＊

１９７９年 １４０（７９年／７７年） １００（７９年／７７年） ２６，３７９＊ １７００．０＊ １，５５２＊

１９８４年 １２４（８４年／７７年） １００（８４年／７７年） ３２，６４０＊ １８４８．３＊ １，７６６＊

１９８６年 １１３＊（８６年／８４年） １００（８６年／８４年） ３６，９７６＊ １９０６．０ １，９４０＊

（出所）＊は筆者の計算による数値。無印は中央統計局の数値。

表１４ 国民所得の指数と金額（１９４６～８６年）
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を占める構造になっていることがわかる（表１５）。

これは，１９５０年代末までに同国で農業の協同化，

小資本家や手工業者の社会主義的改造が完了し

たことを確認するものとなっている。

Ⅴ 国際機関に示されたマクロ指標

１９８４年度から後の国民所得の指数は発表され

ていない。代わりに断片的なマクロ指標が外国

からの訪問者や国際機関向けに部分的に伝えら

れるようになった。１９９１年９月１７日に同国は国

連に加盟したが，国連の分担金を決めるために

主な経済指標を提出することになった。同国が

国連に提出した報告書が１９９７年に明らかになっ

たが，この報告書では８８～９５年の主要経済指標

が示された（表１６）。

この国連提出資料では１９８８年の国民所得が

３１２億２４００万ウォンとなっているが，同年の国

家予算収入は３１９億５８０万ウォンであり，国民所

得が国家予算収入を下回っているという現実的

にありえない数値となっている。他の年度の国

民所得，GNPも同様である。これは，政策当

局が国連での分担金を減らすために意図的に経

済の規模を小さく見せようとした結果であろう。

国家予算収入
（１００万ウォン）

国民所得総額
（１００万ウォン）

国家予算収入／国民
所得総額（％）

１９４６年 １６ ２５８＊ ６．３＊

１９４９年 ２０９ ７５４＊ ２７．７＊

１９５３年 ５２７ １，６００＊ ３２．９＊

１９５６年 ７４１ １，９３８＊ ３８．２＊

１９６０年 ２，０１９ ３，８６５＊ ５２．２＊

１９６１年 ２，４００ ４，６００＊ ５２．２＊

１９６２年 ２，８９６ ４，９０６＊ ５９．０＊

１９６３年 ３，１４４ ５，２５３＊ ５９．９＊

１９６４年 ３，４９９ ５，６４０＊ ６２．０＊

１９６６年 ３，６７２ ６，４１１＊ ５７．３＊

１９６７年 ４，１０７ ７，６８４＊ ５３．４＊

１９７０年 ６，２３２ ８，９４７＊ ６９．７＊

１９７４年 １０，０１５ １２，９２８＊ ７７．５＊

１９７７年 １３，７８０ １８，５００＊ ７４．５＊

１９７９年 １７，４７８ ２６，３７９＊ ６６．３＊

１９８４年 ２６，３０５ ３２，６４０＊ ８０．６＊

１９８６年 ２８，５３９ ３６，９７６＊ ７７．２＊

（出所）＊は筆者の計算による数値。無印は中央統計局および国家予算報告の数
値。

（注）１９５６年以前は新貨幣に換算。

表１５ 国家予算収入と国民所得総額（１９４６～８６年）
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ただし，この資料では国民所得の数値がGNP

のそれの８８．９パーセントに相当するものとなっ

ており，これは政策当局の経験が反映されてい

るといえる。

１９９７年９月６日～１３日に平壌に入ったIMF調

査団に示された指標，９８年５月２８～２９日にジュ

ネーブで開かれた国連開発計画（UNDP）の会

議で発表した指標は，９５年の水害被害に対する

国際援助の獲得を目的としたものであり，国連

分担金に関する報告書に比べると，現実に近い

ものであった（表１７および表１８）。たとえば，１９９１

年と９５年の１人当たり国民所得がそれぞれ１０００

１９８８年 １９８９年 １９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年

GNP
（１００万ウォン）

３５，４８２ ３８，９８５ ３６，２５１ ３３，４４１ ２９，０６８ ２４，６４１ １９，７８３ １１，１０７

国民所得
（１００万ウォン）

３１，２２４ ３３，６３７ ３１，９０１ ２９，４２８ ２５，１６１ ２２，６７０ １７，６１１ １０，３２９

国民所得
（１００万ドル）

１４，１９３ １５，７４４ １４，７０２ １３，６８７ １２，４５８ １０，７４４ ８，３０７ ４，８４９

１人当たり
GNP（ウォン）

１，９０９ ２，００４ １，８１１ １，６１８ １，３８３ １，１５４ ９１５ ５０９

１人当たり
GNP（ドル）

８６８ ９１１ ８３５ ７５３ ６５９ ５４７ ４３２ ２３９

対外債務
（１００万ドル）

３，９３５ ４，５７５ ４，９８０ ５，６４７ ６，３０４ ６，７７９ ７，１４５ ７，６５３

対ドルレート ２．２０ ２．２０ ２．１７ ２．１５ ２．１０ ２．１１ ２．１２ ２．１３

人口（１０００人） １８，５８１ １９，４５１ ２０，００７ ２０，６５６ ２１，００５ ２１，３５０ ２１，６０７ ２１，８１９

（出所）政府代表団が国連に報告した中央統計局・朝鮮貿易銀行の数字（“Representation by
Delegation of Democratic People’s Republic of Korea Concerning Scale of Assessments
for Apportionment of UN Expenses,”日付記載なし）。この資料の存在は『日本経済新
聞』１９９７年６月２２日に報じられた。

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年

GDP ２０，８７５ ２０，９３５ １５，４２１ １２，８０２ １０，５８８

農業 ７，８０７ ８，２２７ ６，４３１ ５，２２３ ４，７７５

工業 ４，５５１ ４，６８９ ３，２２３ ２，２２８ １，５５６

建設業 １，３１５ １，２５６ ９１０ ８１９ ５０８

その他 ７，１６０ ６，７６２ ４，８５８ ４，５３２ ３，７４８

（出所）International Monetary Fund（１９９７）。
（注）農業と工業の数値が入れ替わっているが，出所の資料のまま掲載した。

表１６ 国連に対して報告された主要経済指標

表１７ IMFに伝えられたGDP

（単位：１００万ドル）
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ドル，７１９ドルと発表されたことがあったが（注２３），

UNDP会議で示された１人当たりGDPは９２年で

１００５ドル，９４年で７２１ドルとなっており，近似

しているからである。IMFとUNDPの資料を比

較すると，IMF調査団の資料にあるGDPの農業

部門と工業部門の数値が入れ替わっていること

を除けば，基本的に同じデータであり，UNDP

に提出された資料のほうがより精緻化されたも

のであることがわかる。また，IMFの資料は同

国の当局者から得た多くの資料を掲載している

ものの，韓国側の推定値を混ぜた部分や当局者

の意図に必ずしも沿わない解釈をした部分があ

る。

さらに，２０００年１０月に国連児童基金（UNICEF）

に提出された中央統計局の資料には１９９３年と９８

年の１人当たりGNPが示された（表１９）。GDP

はGNPから海外からの所得移転を減じたもの

であるが，同国の場合，こうした所得は低く，

両者にほとんど差がないものとみることができ

る。

UNDP提出資料にしろ，UNICEF提出資料に

しろ，国民所得をどのようなレートで換算した

のかが明らかにされていない。IMF資料では，

１９９２～９６年の平均的なレートとして１ドル＝

２．１５ウォンというレートは当時の旅行者レート

に近いものが換算に用いられたかのような記述

をしている。しかし，このとおりに，たとえば，

IMF資料にある１９９４年のGDPである１５４億２１００

万ドルを１ドル＝２．１５ウォンで換算すると，３３１

億５５００万ウォンになるが，９４年度の国家予算収

入実績がそれを上回る４１６億ウォンであること

もこの同じIMF資料に記載されている。すなわ

ちIMF資料をはじめとするこうした資料にある

ドル表示のGDPやGNPには，朝鮮ウォンから

の換算に実際の交換に用いられるレートが使わ

れたのではないことがわかる。それに代わって，

そこでは，１９７４年度から８４年度の国民所得の換

算に用いられたレートである１ドル＝０．８０８２ウ

ォンを修正したものが用いられたはずである。

１９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年

GDP ２０，８３３ ２０，９３４ １５，４２２ １２，８０２ １０，５８７

農業 ４，５５１ ４，６８９ ３，２２３ ２，２２８ １，５５６

工業・商業 ９，１２２ ９，４８３ ７，３８１ ６，０４２ ５，２８３

サービスその他 ７，１６０ ６，７６２ ４，８５８ ４，５３２ ３，７４８

人口（１００万人） ２０．７３ ２１．０６ ２１．３８ ２１．７０ ２２．０２

１人当たり
GDP（ドル）

１，００５ ９９４ ７２１ ５９０ ４８１

（出所）UNDP（１９９８）。

１９９３年 １９９８年

１人当たりGNP ９９１ ４５７

表１８ UNDPで公表されたGDP

（単位：１００万ドル）

表１９ UNICEFに提出された
１人当たりGNP

（単位：ドル）

（出所）Central Bureau of Statistics（２０００）。
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レートの修正に当たって，当時の政治状況を

考慮する必要がある。前述のように１９７４年度に

１人当たり国民所得が１０００ドルを超えたという

発表は当時の最高政治指導者によって権威付け

られたものである。しかし，１９９４年８月にその

指導者が死去したことで，政策当局者がその発

表を修正することが容易になっていた。そのう

え，１９９５年に発生した大水害により，経済状態

の厳しさを海外に理解してもらうために，自国

通貨の価値を以前よりも低めにして経済指標を

発表する必要が出てきた。そこで，１ドル＝

０．８０８２というレートの設定において考慮されな

かった物価変動のうち物価上昇に関するもの，

すなわち１９４９年度の１．４０倍と４９～５３年度の３．０３

倍がレートの設定に組み込まれることになった

はずである。この修正レートは１ドル＝３．４２８４

ウォンとなる。

UNDP提出資料にある１９９２年度のGDPは２０８

億３３００万ドルであるが，これを国民所得に直す

ために０．８８９を乗じたうえで，修正されたレー

トを適用すると，９２年度の国民所得総額は６３４

億９６００万ウォンとなる。同年度の国家予算収入

は３９５億４０４２万ウォンであり，国民所得総額で

のシェアが６２．３パーセントとなって１９７０年代以

降の経験から見ても妥当な数字であることから，

この修正レート３．４２８４がほぼ正確なものである

ことが確認される。UNDP提出資料にある以降

の年度とUNICEF提出資料にある１９９８年度につ

いてもこのレートを適用して同様に国民所得を

計算していくことができる。また，発表のない

１９９７年度については，前後における国家予算収

入の国民所得総額でのシェアの平均値を使って，

国家予算収入の金額から国民所得を計算するこ

とができる（表２０）。この計算の結果，これま

での経済発展の頂点に当たる１９９３年度の国民所

得総額は６３８億３００万ウォンであるが，１人当た

り国民所得は２９９２ウォンであり，９２年度の３００３

ウォンから若干下がっていることがわかる。落

ち込みの底になっている１９９７年度の国民所得総

額は３１２億８９００万ウォンであるが，１人当たり

国民所得は１４００ウォンである。１９９８年度の国民

所得総額は３１４億１５００万ウォンに若干回復して

いるが，１人当たり国民所得のほうは１３９３ウォ

ンであり，この年度が底になっていたことがわ

国民所得総額
（１００万ウォン）

人口
（万人）

１人当たり国民
所得（ウォン）

国家予算収入
（１００万ウォン）

国家予算収入／
国民所得総額（％）

１９９２年 ６３，４９６＊ ２，１１４．３＊ ３，００３＊ ３９，５４０ ６２．３＊

１９９３年 ６３，８０３＊ ２，１３２．８＊ ２，９９２＊ ４０，５７１ ６３．６＊

１９９４年 ４７，００４＊ ２，１５１．４ ２，１８５＊ ４１，６００ ８８．５＊

１９９５年 ３９，０１９＊ ２，１８１．２＊ １，７８９＊ ２６，３００ ６７．４＊

１９９６年 ２６，４６７ ２，２１１．４＊ １，４５９＊ ２０，３２０ ６３．０＊

１９９７年 ３２，２６８＊ ２，２３５．５ １，４００＊ １９，７１２＊ ６３．０＊

１９９８年 ３１，４１５＊ ２，２５５．４ １，３９３＊ １９，７９１ ６３．０＊

（出所）筆者作成。＊は筆者の計算による数値。無印は中央統計局および国家予算報告の数値。

表２０ 国民所得と国家予算収入（１９９２～９８年）
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かる。

１９９２年度から９８年度までの間には，９５年の水

害による経済的打撃があり，それはIMF資料や

UNDP提出資料で示されたGDPの動きを見ても

確認されるばかりでなく，すでに９４年から下落

が始まっていることも読み取れる。そして，こ

こで計算した国家予算収入の国民所得総額に対

するシェアをみると，この１９９４年には９割近く

にまで達していることがわかる。洪水の前年に

は生産の落ち込みが始まるが，それにもかかわ

らず生産機関は利益金をしっかりと徴収される

ため自己の留保資金が尽きて身動きが取れなく

なったところに，自然災害が訪れたという悲劇

がこの数字に表れている。

１９９８年度から後の国民所得に関する指標は本

稿執筆時点まで発表されていない。また，人口

も２００３年度以降は発表されていない。継続して

発表されているのは国家予算に関する指標のみ

である。そこで，１９９７年度の国民所得を求めた

ように，国家予算収入の国民所得総額に対する

シェアを６３．０パーセントと仮定して，国家予算

収入の金額から国民所得を推計するしかない。

こうして推計した２００６年度の国民所得総額は

６４９６億１１００万ウォンとなる。ただし，この推計

では先に述べたとおり２００２年度に１３倍の物価の

変動があることに注意するべきである（表２１）。

２００６年度までの国民所得が揃ったところで，

これらを１９４６年度の価格（ただし新貨幣に換算）

に統一することによってこれまでの経済成長を

おおまかに知ることができる（図１および図２）。

国民所得総額，１人当たり国民所得のいずれも，

朝鮮戦争の時期を除いて大きな成長を１９９０年代

初めまで示してきた。成長のピークである１９９３

年度の国民所得総額は３５９億９３００万ウォン（４６

年物価基準の新貨幣表示）で４６年度の２億５８００

万ウォンの実質１４０倍に相当する。同じく１９９３

年度の１人当たり国民所得は１６８８ウォン（４６年

の物価基準の新貨幣表示）で４６年度のそれの実

質６０倍に相当する。しかし，それらは１９９４年ご

ろから大きく落ち込み始め，この落ち込みの底

は国民所得総額では９７年度の１７６億５１００万ウォ

ン（４６年物価基準の新貨幣表示）でピーク時の半

国民所得総額
（１００万ウォン）

物価変動率（％）
人口
（万人）

１人当たり国民
所得（ウォン）

国家予算収入
（１００万ウォン）

１９９９年 ３１，４３０＊ １００（９９年／９８年） ２，２７５．４ １，３８１＊ １９，８０１

２０００年 ３３，１７９＊ １００（００年／９９年） ２，２９６．３ １，４４５＊ ２０，９０３

２００１年 ３４，３４９＊ １００（０１年／００年） ２，３１４．９ １，４８４＊ ２１，６４０

２００２年 ４６０，０２７＊ １００（０２年／０１年） ２，３３１．３ １９，７３３＊ ２８９，８１７＊

２００３年 ５２７，４９８＊ １３００＊（０３年／０２年） ２，３４７．９＊ ２２，４６７＊ ３３２，３２４

２００４年 ５３５，７８７＊ １００（０４年／０３年） ２，３６４．５＊ ２２，６６０＊ ３３７，５４６

２００５年 ６２１，９９５＊ １００（０５年／０４年） ２，３８１．３＊ ２６，１１２＊ ３９１，８５７＊

２００６年 ６４９，６１１＊ １００（０６年／０５年） ２，３９８．２＊ ２７，０８７＊ ４０９，２５５＊

（出所）＊は筆者の計算による数値。無印は中央統計局および国家予算報告の数値。

表２１ 国民所得と国家予算収入（１９９９～２００６年）
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図１ 国民所得総額の動き（１９４６年価格）

図２ １人当たり国民所得の動き（１９４６年価格）
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分，過去の８１年度の水準である。１人当たり国

民所得では１９９９年度の７７９ウォン（４６年物価基準

の新貨幣表示）が底であり，ピーク時の４６パー

セント，過去の７８年度の水準である。その後，

本格的な回復期に入るが，２００６年度の国民所得

総額は２８１億８９００万ウォン（１９４６年物価基準の新

貨幣表示）でピーク時の７８パーセント，過去の

８９年度の水準であり，１人当たり国民所得１１７６

ウォン（４６年物価基準の新貨幣表示）でピーク時

の７０パーセント，過去の８６年度の水準であると

みられる。

Ⅵ 韓国経済との比較

他の国との経済規模の比較を行うには，同国

の場合，まず，これまで用いられてきた社会主

義諸国での国民所得の概念からこんにち多くの

国で用いられているGDPの概念に転換しなけ

ればならない。次に，そのGDPを米ドルで表

示しなければならない。前者は，前節で述べた

ように国民所得を０．８８９で除すことによって解

決する。後者のほうは少し複雑である。

ここまで同国において国民所得の換算に用い

られてきた対ドルレートは基本的に物価に合わ

せて変動するということによって設定されてき

た。しかし，同国で国民所得の換算に用いられ

たレートは，筆者がこれまで示してきたように，

国民所得の実質成長を示す指数の計算のなかで

考慮された物価変動がすべて組み込まれている

わけではなかった。しかも，同国でドル表示の

数値が発表されたのは１９７４年度の１人当たり国

民所得からであり，金ドル本位制が崩壊した７１

年よりも後のことである。そのため，国際比較

に耐えられるような新たなレート設定が必要に

なる。

ここでのレートの設定は１９７１年より前と後で

異なることになる。１９７１年より前については，

物価の変動に合わせてレートを設定するという

原則は同国で行われてきたことと同じであるが，

国民所得の実質成長の計算に用いられたすべて

の物価変動を組み入れることでその欠点を補う。

具体的には，１ドルにつき，１９４６年度について

は１．５８ウォン，４９年度については２．２１１ウォン，

５３年度については６．７０２ウォン，５６年度につい

ては３．６８２ウォン，６０年度からは３．４２６４ウォン，

６２年からは３．４１２７ウォン，６６年度からは３．２９３３

ウォンとなる。このこうして設定されたレート

では，基本的に実質成長率がそのままドル表示

のGDPに反映されることになる。

１９７１年より後については，実際に交換に用い

られたレートを基本とするが，これが複数ある

場合，旅行者が直接現金を両替するときに用い

られる旅行者レートを用いることにする。これ

は旅行者レートが自国通貨を最も低く評価した

ものであり，同国の場合，最も実勢に近いと考

えられるためである。また，知られているレー

トの中で年央にできるだけ近いものを採用する

ことにする（注２４）。

米ドルによるGDP表示が可能になったとこ

ろで，ようやく韓国経済との比較が可能になっ

たが，韓国側のGDPが発表されるのは１９５３年

度以降のものについてである［韓国銀行１９７３］。

それ以前のものには１９４９年度のGNPがあり，

この当時の韓国経済では海外からの移転所得は

大きいものではないので，GDPとほぼ同じと

みなすことができる。金ドル本位制が存続して

いる間の両者のGDPを比較すると，以下のと

おりになる。まず，１９４６年度に関しては韓国側
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からの発表がないために直接比較はできないが，

北朝鮮地域でのGDPは２億ドル，１人当たり

GDPは１６ドルである。１９４８年に韓国政府と共

和国政府がそれぞれ成立した翌年である４９年度

に，共和国側のGDPが３億ドル，１人当たり

GDPが３２ドルであるのに対して，韓国側はそ

れぞれ１８億ドル，８７ドルであり，４６年度に関し

ても南朝鮮地域での経済規模のほうが大きかっ

たと推測される。それが朝鮮戦争後に共和国側

の経済規模が急速に拡大して，１９６０年には１人

当たりGDPが９３ドルとなり，韓国側の８０ドル

を凌駕するようになった。しかし，１９７０年には

１人当たりGDPで韓国側が２４２ドルとなり，共

和国側の１６５ドルを再び追い越してしまった。

金ドル本位制崩壊後は，ドル表示のGDPは

経済成長自体を必ずしも反映しておらず，GDP

の推移の上でドルレートの大きな変動によるジ

ャンプが生じることは避けられないが，ここで

の目的は両者の経済規模の差をみることである

ため，ジャンプそのものは大きな問題にならな

い。

１９７４年に共和国側のGDPは６０億ドル，１人

当たりGDPは３４０ドルに過ぎないが，これに対

して，韓国側のGDPは１６８億ドル，１人当たり

GDPは４８４ドルであり，すでに韓国側が優位に

立っていた。にもかかわらず，共和国側は公式

発表で１人当たり国民所得が１９７４年度に１０００ド

ルを超えたと豪語しており，韓国側がすでに優

位に立っていることをほとんど意識していなか

ったようである。この両者の格差は拡大してい

き，共和国の国民所得が最も高い時期である

１９９０年代初めには，韓国側の１人当たり国民所

得は共和国側それの６倍近くになっていた。こ

の頃になると，共和国側の人々は韓国側の経済

的優位性を明確に認識するようになり，１９９１年

１０月２３日の第４次南北高位級会談における共和

国側代表の基本発言のなかに韓国側の経済的優

位を示唆する内容が現れた［『労働新聞』１９９１

年１０月２４日］。ただし，共和国側の経済が１人

当たりGDPで１０００ドルを越すのは１９８０年代の

終わりごろであるとみられ，この頃にようやく

社会主義中進国の水準に到達したことは注目さ

れる。しかし，１９９４年からの経済規模の縮小に

よって，共和国側の経済は中進国経済の地位か

ら一気に転げ落ちたのである。

２００２年度の１３倍の物価調整にともない，対ド

ルレートも調整された。２００１年度５月に１ドル

＝１．９２８２ウォンであったのが，１３倍の物価調整

を反映したとすれば，１ドル＝２５．０７ウォンぐ

らいになるはずであるが，実際には２００２年８月

のレートは１ドル＝１５０ウォンであった。これ

は実質６分の１に自国通貨の価値を引き下げた

ことになる。これは当然韓国側との格差をさら

に拡大した形になった。ただし，このレートは

２００３年２月には１ドル＝１４８．７２８ウォンに切り

上げられ，２００６年末までに１３７．７ウォンにまで

回復している。２００６年度には共和国側のGDP

が４２億ドル，１人当たり国民所得が１７５ドルと

なり，GDPで韓国側の２００分の１，１人当たり

国民所得で１００分の１程度になっている（表２２）。

ま と め

この国では，建国期から統計機関が整備され

てきたにもかかわらず，軍事的事情および政治

的事情で国民所得などのマクロ指標の公表が控

えられてきた。そのため，本稿では建国期のい

くつかの経済指標と政治宣伝上の必要性あるい

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得
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共和国側 韓国側

GDP（億ドル） １人当たりGDP（ドル） GDP（億ドル） １人当たりGDP（ドル）

１９４６年 ２＊ １６＊ ── ──

１９４９年 ３＊ ３２＊ １８＊＊ ８７＊＊

１９５３年 ２＊ ２５＊ １３ ６６

１９５６年 ５＊ ５０＊ １４ ６６

１９６０年 １０＊ ９３＊ ２０ ８０

１９６１年 １２＊ １０８＊ ２１ ８３

１９６２年 １３＊ １１３＊ ２３ ８６

１９６３年 １４＊ １１８＊ ２６ ９７

１９６４年 １５＊ １２２＊ ２８ １０１

１９６６年 １７＊ １３４＊ ３６ １２５

１９６７年 ２１＊ １５６＊ ４２ １４１

１９７０年 ２４＊ １６５＊ ７５ ２４２

１９７４年 ６０＊ ３４０＊ １６８ ４８４

１９７７年 ８７＊ ５２４＊ ３４６ ９５０

１９７９年 １４４＊ ８４６＊ ６０７ １，６１６

１９８４年 １１３＊ ６１２＊ ７８４ １，９３５

１９８６年 １４９＊ ７８１＊ １，０６０ ２，５７２

１９９２年 ２６１＊ １，２３５＊ ３，１４７ ７，１４３

１９９３年 ２５９＊ １，２１３＊ ３，４５７ ７，８２２

１９９４年 １９２＊ ８９１＊ ４，０２４ ９，０１４

１９９５年 １７１＊ ７８５＊ ４，８９４ １０，８５３

１９９６年 １３７＊ ６２０＊ ５，２００ １１，４２２

１９９７年 １２７＊ ５６９＊ ４，７６６ １０，３７１

１９９８年 １２８＊ ５６６＊ ３，１７７ ６，８４２

１９９９年 １２９＊ ５６６＊ ４，０５８ ８，５９５

２０００年 １３５＊ ５９０＊ ４，２３１ ９，７７０

２００１年 １５８＊ ６８４＊ ３，８２２ ８，９００

２００２年 ２７＊ １１７＊ ５，４６９ １１，４８４

２００３年 ３２＊ １３４＊ ６，０８０ １２，７０４

２００４年 ３４＊ １４６＊ ６，８０９ １４，１７４

２００５年 ３８＊ １６１＊ ７，９１３ １６，４３８

２００６年 ４２＊ １７５＊ ８，８７４ １８，３７４

表２２ 南北GDPの比較（１９４６～２００６年）

（出所）無印の韓国側の数値は『韓国の国民所得（１９７３年）』などの韓国銀行の資料や『韓国統計年鑑』各年版によ
る。＊は筆者の計算による。＊＊は１９４９年の韓国側のGDPについて発表がないためGNPを記入。
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は政策的必要性から断片的に公表されたマクロ

経済に関する指数のパズルに物価調整とを組み

込んだうえで国民所得に関する継続的な指標を

作成した。この作業が可能であったということ

自体は断片的な公式発表の数値が出鱈目なもの

ではなく，統計を作成する当局者が根拠を持っ

て発表していたものであることを示している。

１９４６年度から７４年度までの国民所得の金額を

求めたところ，４６年度の国民所得総額は２億

５８００万ウォン（新貨幣に換算），７４年度のそれは

１２９億２８００万ウォンであることが算出された。

また，それまでの国民所得の計算に用いられた

対ドルレートが実際の交換レートとは別に，物

価変動を反映させる方式で設定されてきたこと

がわかった。次に，その交換レートから本来の

ウォン建ての国民所得を求める方法によって

１９７４年度から９８年度までの国民所得が計算され，

経済成長の頂点に達した９３年度の国民所得総額

が当時の価格で６３８億３００万ウォンであることが

算出された。そして，国民所得が下落してその

底となった１９９７年の国民所得総額は８１年度のそ

れに相当すること，１人当たり国民所得では９９

年が底になっており，７８年度のそれに相当する

水準であることもわかった。また，国家予算収

入の国民所得総額に占める割合を一定に仮定し

て，１９９９年度から２００６年度までの国家予算収入

の金額から国民所得総額を求める方法によって，

２００６年度の国民所得総額が６４９６億１１００万ウォン

であると推計された。

こうして求められた各年度の国民所得を１９４６

年の価格で表示することにより，経済成長の頂

点にあった９３年度の国民所得総額は４６年度の実

質１３９倍であったこと，そこから落ち込んだ最

悪の時期である１９９７年度の国民所得総額は１９８１

年のそれに相当することがわかった。１人当た

り国民所得では頂点の１９９３年度は４６年度の６０倍

に相当し，落ち込みの底は９９年度で７８年度の水

準に相当することがわかった。また，２００６年度

の国民所得総額は１９８９年度の水準，１人当たり

国民所得は１９８６年度の水準であると推計された。

こうした計算の過程で，１９７４年度の１人当た

り国民所得が１０００ドル以上であったという公式

発表には，ドル換算にレートに建国期から朝鮮

戦争までの物価上昇などいくつかの重要な物価

変動が入っていないことが示された。そして，

UNDPやUNICEFに示した数値にも物価変動を

反映させる方式でのレートの設定が踏襲された

が，そこでは建国期と朝鮮戦争での物価上昇が

組み入れられたことも確かめられた。ただし，

この方式によるレートの設定は金ドル本位制が

崩壊した１９７１年以降には適当ではないため，筆

者はそれを実際の交換に用いられるレートに改

めてドル表示でのGDPを計算し，韓国のそれ

との比較に用いた。

この比較により，１人当たりGDPで当初韓

国側よりも低かったのが，１９６０年ごろにそれを

追い越し，６０年代の終わりごろに再び追い越さ

れていく様子がみられた。以降，韓国側の経済

的優位が確定し，２００６年度にはGDPで２００分の

１，１人当たりGDPは１００分の１になるほどの

格差があることが示された。

以上，行ってきた作業は本来，同国の当局者

が詳細な統計指標を包み隠さずに公表してきた

ならば，必要のない作業である。統計資料の公

開には南北関係および国際環境が好転すること

が必要条件である。そうした条件が克服され，

詳細な統計の発表とその解説が同国の当局者や

研究者によって積極的になされることによって

朝鮮民主主義人民共和国の国民所得
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この作業の結果が検証されることが望まれる。

（注１） 玉城（１９７１）では，１９６０年代に断片的に

発表されてきた工業総生産額の指数と１９７０年の朝鮮

労働党第５次大会で発表されたそれとを分析し，発

表された数値に関して数値同士に矛盾があると指摘

している。

（注２） 重村（２００２，１５７―１６０）でも，批判的なが

ら韓国銀行の推定値を引用している。なお，この書

ではアメリカの中央情報局の推定値がより正確であ

るかのような記述がなされて引用もされているが，

その根拠は示されていない。また，平壌からの公式

発表とともに，これらの機関，アメリカの軍備管理

軍縮局や英国の国際戦略問題研究所などの推定値を

紹介したものとして梁文秀（１９９７）がある。

（注３） 平壌で発表，あるいは，当局者が外信報

道を通じて公表した経済指標を収集する努力は韓国

側で以前より行われてきた。そうした情報の集大成

ともいえるものが統一院（１９９６）である。しかし，

韓国側の機関でそうした数値を使って国民所得を分

析したものは発表されていない。また，この資料の

数値にはいくつかの誤りが見出されるため，必ず原

典を当たって確認する必要がある。

（注４） 企画部の設置に関しては，大韓民国文教

部国史編纂委員会（１９８７，１５―１７）に収録されている

「北朝鮮臨時人民委員会構成に関する規定実施要綱」，

局への昇格については同８１～８３ページに収録されて

いる 「北朝鮮臨時人民委員会企画局設置に関する件」

（北朝鮮臨時人民委員会決定第１３６号）参照。１９４６年

９月７日付北朝鮮臨時人民委員会指示については，

大韓民国教育部国史編纂委員会（１９９２，１９３―２０３）に

収録されている鄭鎭泰「調査統計事業と民主建設」『人

民』第２巻第３号１９４７年１月を参照。また，企画局

昇格後に１９４７年５月６日付で「北朝鮮人民経済発展

および諸般経理の調査統計制度に関する決定書」（北

朝鮮人民委員会決定第３１号）が出されており，この

内容は明らかになっていないが，北朝鮮臨時人民委

員会の指示を引き継いだものと推定される。

（注５）１９４７年度予定数値の概略は同年２月１７～

２０日に開かれた北朝鮮道・市・郡人民委員会大会で

大会３日目の１９日に金日成によって発表された［金

日成１９４８，１６６―１９４］。大会での決定書は『朝鮮中央

年鑑』１９４９年版，８０～８２ページに掲載されている。

（注６） 国史編纂委員会（１９９５，１６２―１９４）に収録

された１９４８年１２月２９日付内閣決定第９９号「人民経済

および諸般経理の統計制度に関する決定書」参照。

（注７） 大陸問題研究所（１９９０，２７１―２８４）に収録

されている 「中央集権的国家統計体系組織について」

（内閣決定３７号）および「国家計画委員会中央統計

局および地方統計機関に関する規定」，「地方統計機

関の組織事業に関して」（内閣指示第７０号）参照。

（注８） 中央統計局が国家計画委員会から独立し

て政務院直属の局になったことについては１９８６年１２

月２９日に政務院メンバーとして中央統計局長があが

ったことから判明した（『労働新聞』１９８６年１２月３０日）。

（注９）１９９３年の国勢調査の報告書はHong（１９９６）

として，調査に協力した海外の機関のみならず一部

の海外の人口専門家にも伝達された。この資料を使

った研究としては文浩一（１９９９b）とそれをもとにし

た文浩一（２０００；２００１）がある。さらに，これらの

分析の上に，平壌での人口学関係者に対するインタ

ビュー結果を行って同国の人口学界の動向や人口調

査に関する事情を紹介したものとして，文浩一（２００２）

がある。

（注１０） DHAによる調査報告書はDepartment of

Humanitarian Affairs（１９９５）。この邦訳は『世界週報』

第７６巻第３８号１９９５年１０月１７日６４～６８ページ。

（注１１） FAOおよびWFPの調査報告書はFAO/

WFP, “Special Report : FAO/WFP Crop and Food Sup-

ply Assessment Mission to the Democratic People’s Re-

public of Korea”として，１９９５年１２月２２日付から始ま

り，２００４年１１月２１日付まで年１～２回発表されてき

た。

（注１２） IMF調 査 団 の 報 告 書 はInternational

Monetary Fund（１９９７）。この報告書を解説したもの

として文浩一（１９９９a）がある。

（注１３） UNDP会議における朝鮮側代表の報告は

UNDP（１９９８）。

（注１４） 中央統計局によって発表された統計集に

ついての日本語訳は，外国文出版社（１９６１）と朝鮮

国家計画委員会中央統計局（１９６５）がある。なお，
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これらの統計集に掲載されている指標は朝鮮中央通

信社が刊行している『朝鮮中央年鑑』各年版に掲載

されているものと同じである。

（注１５） 空軍部隊のベトナム派遣については『金

日成全集（３７）』２００１年刊行３７３～３８４ページを参照。

韓国側への遊撃隊派遣，米軍艦船の拿捕については

『韓国年鑑』１９６９年度版 ３４８～３５０ページに詳しい。

（注１６） 国民所得および社会総生産に関するソ連

側の説明については，ソ連科学アカデミー経済研究

所（１９５９，６２８―６４８）。この朝鮮語版はハン・ジェオ

／チェ・ヨンチョル（１９６０，６５６―６７５）。また，朝鮮

側でGNPとの違いを説明したものは社会科学出版社

（１９８５，２２０―２２１）が初めてであろう。

（注１７） 物価の変動を考慮せずに単純な方法で国

民所得の計算を試みたものに西川（１９７６）がある。

韓国側にも朝鮮ウォンで国民所得やGNPを試算した

ものがいくつかあることが延河�（１９８６，１２０―１３１）

に紹介されているが，いずれも物価の変動を考慮し

ていない。また，アメリカにおけるソ連の国民所得

を推計した方法をもとに独自のGDP推計を試みた後

藤（１９８９）があるが，対象が１９５６年から５９年までと

限られている。

（注１８） このデノミネーションは北朝鮮中央銀行

券１００ウォンを朝鮮中央銀行券１ウォンとするという

ものであった。『朝鮮中央年鑑』１９６０年版１４６～１４７ペ

ージにある１９５９年２月１２日付内閣決定第１１号「新た

な貨幣を発行することについて」参照。

（注１９） 無現金決済制度の内容については北朝鮮

人民委員会司法局（１９４７，１６３）の北朝鮮臨時人民委

員会決定第１１５号「物品取引および現金節約に関する

決定所」参照。

（注２０） 『北朝鮮政策動向』２００５年 第５号 No.３７１，

９～１１ページに発表された財団法人ラヂオプレスの計

算は，少し異なった方法ではあるが，同様の結果を

出している。

（注２１） 外国文出版社（１９７９，１７０）では，「１９７５

年の人口１人当たりの国民所得は１０００ドルを越した」

と記述しているが，ここでは経済学者の手によるホ

ン（１９９０，５２）に１９７４年とされているほうが正しい

と判断した。それは金日成がこの数値を発表した時

期が１９７５年３月３日であり，７５年度の集計としては

早すぎるためである。

（注２２） この時期の朝鮮ウォンの対ドルレートに

ついては，『アジア動向年報』（アジア経済研究所）

の１９７１年版～７６年版を参照した。

（注２３） 『アジア動向年報』１９９８年版９４ページ。

この数値は平壌で当局者により口頭で発表されたも

のである。

（注２４） 同国の対ドルレートについては，ここで

は主に日朝貿易会の『日朝貿易』およびそれを引き

継いだ東アジア貿易研究会の『東アジア経済情報』

の各号，そして『アジア動向年報』各年版に拠って

いる。

文献リスト

＜日本語文献＞

外国文出版社１９６１．『朝鮮民主主義人民共和国国民経

済発展統計集：１９４６―１９６０』平壌 外国文出版社．

───１９７４．『チョソン概観』平壌 外国文出版社．

───１９７９．『朝鮮概観』平壌 外国文出版社．

後藤富士男１９８９．「北朝鮮GDP勘定の推計と分析

１９５６年―１９５９年──ソ連との比較を含めて──」『ソ

連・東欧学会年報』第１８号．

小牧輝夫編１９８６．『朝鮮半島──開放化する東アジア

と南北対話──』アジア経済研究所．

重村智計２００２．『最新・北朝鮮データブック──先軍

政治，工作から核開発，ポスト金日成まで──』

講談社．

玉城素１９７１．「重大転機に立つ北朝鮮──その２・経

済建設をめぐる諸問題──」『コリア評論』第１３巻

第５号（６月）．

朝鮮国家計画委員会中央統計局編１９６５．『朝鮮民主主

義人民共和国国民経済発展統計集：１９４６－１９６３』

日本朝鮮研究所訳 日本朝鮮研究所．

西川潤１９７６．「主体思想で躍進する朝鮮経済」藤島宇

内編『今日の朝鮮』三省堂．

ホン・スンウン１９９０．『朝鮮民主主義人民共和国にお

ける経済の発展』平壌 外国文出版社．

文浩一１９９９a．「１９９４～１９９６年の共和国財政の推移と特

徴」『月刊朝鮮資料』第９３巻第６号（６月）．

───１９９９b．「朝鮮民主主義人民共和国の人口変動分

析──死亡力と出生力──」法政大学社会科学研
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究科修士論文（７月）．

───２０００．「朝鮮民主主義人民共和国の人口変動分

析──死亡率と出生力（１）──」『アジア経済』

第１４巻１２号 （１２月）．

───２００１．「朝鮮民主主義人民共和国の人口変動分

析──死亡率と出生力（２）──」『アジア経済』

第４２巻第１号（１月）．

───２００２．「現地報告：朝鮮民主主義人民共和国に

おける人口調査と研究事情」『アジア経済』第４３巻

第４号（４月）．

梁文秀１９９７．「北朝鮮の工業化の構造──経済開発論

的視点による検討──」『アジア経済』第３８巻第１２

号（１２月）．

『アジア動向年報』アジア経済研究所．

『北朝鮮政策動向』財団法人ラヂオプレス．

『世界週報』時事通信社．

『日朝貿易』日朝貿易会．

『東アジア経済情報』東アジア貿易研究会．

＜朝鮮語文献＞

［カン・チョルブ］１９８５．『 』

［産業国有化経験］ ［平壌］

［社会科学出版社］．

国史編纂委員会１９９５．『北韓関係史料集２１』果川 国史

編纂委員会．

金日成１９４８．『重要報告集──朝鮮民主主義人民共和

国樹立 』［重要報告集──朝鮮民主主義人民

共和国樹立の道］ 平壌 労動党出版社．

大陸問題研究所１９９０．『北韓法令集 第１巻』 ［ソ

ウル］ 大陸問題研究所．

大韓民国教育部国史編纂委員会１９９２．『北韓関係史料

集ⅩⅢ』（発行地記載なし）大韓民国教育部国史編

纂委員会．

大韓民国文教部国史編纂委員会１９８７．『北韓関係史料

集Ⅴ──法制編──』果川 大韓民国文教部国史編

纂委員会．

───１９８９．『北韓関係史料集Ⅷ』（発行地記載なし）

大韓民国文教部国史編纂委員会．

北朝鮮人民委員会司法局編纂１９４７．『北朝鮮法令集』

平壌 北朝鮮人民委員会司法局．

［社会科学出版社］１９８５．『

１』［経済辞典］ ［平壌］ ［社

会科学出版社］．

───１９９５．『 』［財政金融辞典］

［平壌］ ［社会科学出版社］．

延河�１９８６．『北韓 經濟政策 運用』［北朝鮮の経

済政策と運用］ ［ソウル］ 韓國開發研究院．

［朝鮮労働党出版社］１９６１．『

』［交通運輸

発展のためのわが党の政策］ ［平壌］

［朝鮮労働党出版社］（表紙は１９６３

年）．

朝鮮銀行１９４８．『朝鮮経済年報１９４８年版』 ［ソウ

ル］ 朝鮮銀行．

朝鮮銀行調査部１９４９．『四二八二年版経済年鑑』

［ソウル］ 朝鮮銀行調査部．

［統一院］１９９６．「 」［北朝鮮

経済統計集］（発行地記載なし）

３ ［統一院情報分析室第３分析官室］．

［韓国銀行］１９７３．『 （１９７３）』

［韓国の国民所得（１９７３年）］ ［ソウル］

［韓国銀行］．

───２００７．「２００６ 」

［２００６年北朝鮮経済成長率推計結果］（発行地記載

なし） ［韓国銀行］２００７年８月１７日付

報道資料．

翰林大學校 文化研究所［翰林大学校アジア文化

研究所］１９９４．『北韓経済統計資料集（１９４６・１９４７

・１９４８年度）』春川 翰林大學校出版部．

［ハン・ジェオ］／ ［チェ・ヨンチョル］

編１９６０．『 』［政治経済学教科

書］ ［平壌］ ［朝鮮労

働党出版社］．

『 』［金日成著作集］ 各巻． ［ピョ

ンヤン］ ［朝鮮労働党出版社］．

『 』［金日成全集］ 各巻． ［平壌］

［朝鮮労働党出版社］．

『 』［朝鮮中央年鑑］ 各年版． ［平

壌］ ［朝鮮中央通信社］．

『韓国年鑑』 各年版． ［ソウル］ 韓国年鑑編纂

会．

『 』［労働新聞］．
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АкадемиянаукСССР институт экономики［ソ連

科学アカデミー経済研究所］１９５９．Политическая
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［付記］ 本稿は２００５年３月～２００７年３月にアジ

ア経済研究所海外調査員としてモスクワおよびソ
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